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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材、前記基材上に直接積層された、樹脂硬化物を含有するプライマー層、及び、前記
プライマー層上に直接積層されたガスバリア層を有するガスバリアフィルムであって、
　前記ガスバリア層を形成する前のプライマー層の表面を光干渉顕微鏡により観察したと
きに、算術平均粗さ（Ｒａ）が４ｎｍ以下、最大断面高さ（Ｒｔ）が７０ｎｍ以下の平滑
面と、最大谷深さ（Ｒｖ）が１５０ｎｍ以下の凹部とが観察されるものであることを特徴
とするガスバリアフィルム。
【請求項２】
　前記樹脂硬化物が、電離放射線硬化型化合物の硬化物である、請求項１に記載のガスバ
リアフィルム。
【請求項３】
　前記プライマー層の厚みが１～１０μｍである請求項１又は２に記載のガスバリアフィ
ルム。
【請求項４】
　前記平滑面の割合が、プライマー層の表面全体の９０．００～９９．９９％である、請
求項１～３のいずれかに記載のガスバリアフィルム。
【請求項５】
　前記凹部の数が、１辺の長さが１ｍｍの正方形あたり、１～５００個である、請求項１
～４のいずれかに記載のガスバリアフィルム。
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【請求項６】
　下記工程１及び２を有する、請求項１～５のいずれかに記載のガスバリアフィルムの製
造方法。
工程１：基材／未硬化状態の硬化性樹脂層／工程基材、の層構造の積層体に電離放射線を
照射することにより、硬化性樹脂層を硬化させてプライマー層を形成する工程
工程２：工程基材を剥がし、露出したプライマー層上にガスバリア層を形成する工程
【請求項７】
　前記工程基材の、未硬化状態の硬化性樹脂層と接する面の最大山高さ（Ｒｐ）が１５０
ｎｍ以下である、請求項６に記載のガスバリアフィルムの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基材、プライマー層及びガスバリア層を有し、ガスバリア性及び外観に優れ
るガスバリアフィルムと、その製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶ディスプレイやエレクトロルミネッセンス（ＥＬ）ディスプレイ等のディス
プレイには、薄型化、軽量化、フレキシブル化等を実現するために、電極を有する基板と
して、ガラス板に代えて、透明プラスチックフィルム上にガスバリア層が積層されてなる
、いわゆるガスバリアフィルムが用いられている。
　このようなガスバリアフィルムにおいては、基材として用いる透明プラスチックフィル
ムが微細な凹凸を有する場合、その凹凸の影響により、ガスバリア性に優れるガスバリア
層を形成できないことがあった。
　このため、ガスバリア層と透明プラスチックフィルムとの間に有機化合物層を設けるこ
とが行われてきた。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、ポリエチレン基材の少なくとも一方の面上に、１層以上の特
定の有機化合物層と１層以上の無機酸化物層とを順次設けた透明ガスバリアフィルムが記
載されている。
　特許文献１には、ポリエチレン基材表面の微細な凹凸を有機化合物層により平滑化する
ことで、透明性及びガスバリア性に優れるガスバリアフィルムが得られることも記載され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－１２３１０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に記載されるように、基材上に有機化合物層を形成することで、より平滑な
面上にガスバリア層を形成することができ、その結果、透明性及びガスバリア性に優れる
ガスバリアフィルムが得られ易くなる。
　しかしながら、基材上に有機化合物層を形成する場合であっても、ガスバリア性及び外
観に優れるガスバリアフィルムが得られないことがあった。
【０００６】
　本発明は、上記実情に鑑みてなされたものであり、基材、プライマー層及びガスバリア
層を有し、ガスバリア性及び外観に優れるガスバリアフィルムと、その製造方法を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
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　本発明者らは上記課題を解決すべく、基材、プライマー層及びガスバリア層を有するガ
スバリアフィルムについて鋭意検討した。その結果、１）特定の表面状態のプライマー層
を形成し、その上にガスバリア層を形成することで、ガスバリア性及び外観に優れるガス
バリアフィルムが得られること、２）そのようなプライマー層は、工程基材を利用する方
法により効率よく形成することができること、を見出し、本発明を完成するに至った。
【０００８】
　かくして本発明によれば、下記（１）～（５）のガスバリアフィルム、及び（６）、（
７）のガスバリアフィルムの製造方法が提供される。
（１）基材、前記基材上に直接積層された、樹脂硬化物を含有するプライマー層、及び、
前記プライマー層上に直接積層されたガスバリア層を有するガスバリアフィルムであって
、前記ガスバリア層を形成する前のプライマー層の表面を光干渉顕微鏡により観察したと
きに、算術平均粗さ（Ｒａ）が４ｎｍ以下、最大断面高さ（Ｒｔ）が７０ｎｍ以下の平滑
面と、最大谷深さ（Ｒｖ）が１５０ｎｍ以下の凹部とが観察されるものであることを特徴
とするガスバリアフィルム。
（２）前記樹脂硬化物が、電離放射線硬化型化合物の硬化物である、（１）に記載のガス
バリアフィルム。
（３）前記プライマー層の厚みが１～１０μｍである（１）又は（２）に記載のガスバリ
アフィルム。
（４）前記平滑面の割合が、プライマー層の表面全体の９０．００～９９．９９％である
、（１）～（３）のいずれかに記載のガスバリアフィルム。
（５）前記凹部の数が、１辺の長さが１ｍｍの正方形あたり、１～５００個である、（１
）～（４）のいずれかに記載のガスバリアフィルム。
（６）下記工程１及び２を有する、（１）～（５）のいずれかに記載のガスバリアフィル
ムの製造方法。
工程１：基材／未硬化状態の硬化性樹脂層／工程基材、の層構造の積層体に電離放射線を
照射することにより、硬化性樹脂層を硬化させてプライマー層を形成する工程
工程２：工程基材を剥がし、露出したプライマー層上にガスバリア層を形成する工程
（７）前記工程基材の、未硬化状態の硬化性樹脂層と接する面の最大山高さ（Ｒｐ）が１
５０ｎｍ以下である、（６）に記載のガスバリアフィルムの製造方法。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、基材、プライマー層及びガスバリア層を有し、ガスバリア性及び外観
に優れるガスバリアフィルムと、その製造方法が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明のガスバリアフィルムは、基材、前記基材上に直接積層された、樹脂硬化物を含
有するプライマー層、及び、前記プライマー層上に直接積層されたガスバリア層を有する
ガスバリアフィルムであって、前記ガスバリア層を形成する前のプライマー層の表面を光
干渉顕微鏡により観察したときに、算術平均粗さ（Ｒａ）が４ｎｍ以下、最大断面高さ（
Ｒｔ）が５０ｎｍ以下の平滑面と、最大谷深さ（Ｒｖ）が１５０ｎｍ以下の凹部とが観察
されるものであることを特徴とする。
【００１１】
（基材）
　本発明のガスバリアフィルムを構成する基材は、透明性に優れ、かつ、ガスバリアフィ
ルムの基材として十分な強度を有するものであれば特に制限されない。
【００１２】
　基材としては、通常、樹脂フィルムが用いられる。
　樹脂フィルムの樹脂成分としては、ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリ
フェニレンエーテル、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリオレフィ
ン、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリフェ
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ニレンスルフィド、アクリル系樹脂、シクロオレフィン系ポリマー、芳香族系重合体等が
挙げられる。
【００１３】
　これらの中でも、透明性により優れ、かつ、汎用性があることから、ポリエステル、ポ
リアミド又はシクロオレフィン系ポリマーが好ましく、ポリエステル又はシクロオレフィ
ン系ポリマーがより好ましい。
【００１４】
　ポリエステルとしては、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、
ポリエチレンナフタレート、ポリアリレート等が挙げられ、ポリエチレンテレフタレート
が好ましい。
　ポリアミドとしては、全芳香族ポリアミド、ナイロン６、ナイロン６６、ナイロン共重
合体等が挙げられる。
【００１５】
　シクロオレフィン系ポリマーとしては、ノルボルネン系重合体、単環の環状オレフィン
系重合体、環状共役ジエン系重合体、ビニル脂環式炭化水素重合体、及びこれらの水素化
物が挙げられる。その具体例としては、アペル（三井化学社製のエチレン－シクロオレフ
ィン共重合体）、アートン（ＪＳＲ社製のノルボルネン系重合体）、ゼオノア（日本ゼオ
ン社製のノルボルネン系重合体）等が挙げられる。
【００１６】
　前記樹脂フィルムは、本発明の効果を妨げない範囲において各種添加剤を含有していて
もよい。添加剤としては、紫外線吸収剤、帯電防止剤、安定剤、酸化防止剤、可塑剤、滑
剤、着色顔料等が挙げられる。これらの添加剤の含有量は、目的に合わせて適宜決定すれ
ばよい。
【００１７】
　樹脂フィルムは、樹脂成分及び所望により各種添加剤を含む樹脂組成物を調製し、これ
をフィルム状に成形することにより得ることができる。成形方法は特に限定されず、キャ
スト法や溶融押出法等の公知の方法を利用することができる。
【００１８】
　基材の厚みは特に限定されず、ガスバリアフィルムの目的に合わせて決定すればよい。
基材の厚みは、通常、０．５～５００μｍ、好ましくは１～１００μｍである。
【００１９】
　基材の表面の算術平均粗さ（Ｒａ）は、５～５０ｎｍが好ましく、１０～３０ｎｍがよ
り好ましい。
　基材の表面の最大断面高さ（Ｒｔ）は、３００～２０００ｎｍ以下が好ましく、４００
～１０００ｎｍがより好ましい。
　基材表面が上記の状態であることで、後述する状態のプライマー層を効率よく形成する
ことができる。
　基材表面の算術平均粗さ（Ｒａ）や最大断面高さ（Ｒｔ）は、光干渉顕微鏡を用いて測
定することができる。
【００２０】
（プライマー層）
　本発明のガスバリアフィルムを構成するプライマー層は、前記基材上に直接積層された
、樹脂硬化物を含有する層である。
【００２１】
　プライマー層中に含まれる樹脂硬化物は特に限定されず、例えば、熱硬化型化合物の硬
化物又は電離放射線硬化型化合物の硬化物が挙げられる。これらの中でも、ガスバリアフ
ィルムの生産性に優れることから、電離放射線硬化型化合物の硬化物が好ましい。
【００２２】
　電離放射線硬化型化合物としては、電離放射線を照射することにより硬化する性質を有
する化合物であれば特に制約はないが、（メタ）アクリレート系電離放射線硬化型化合物
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が好ましい。ここで、「（メタ）アクリレート」は、「アクリレート」又は「メタクリレ
ート」を表す。
【００２３】
　（メタ）アクリレート系電離放射線硬化型化合物としては、（メタ）アクリレート系モ
ノマー及び／又はプレポリマー、（メタ）アクリレート系樹脂等が挙げられる。これらは
一種単独で、あるいは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００２４】
　（メタ）アクリレート系モノマーとしては、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリ
レート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ
（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールアジペートジ（メタ）アクリレート、エ
チレングリコールジ（メタ）アクリレート、イソシアヌル酸エチレンオキサイド変性ジ（
メタ）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレ
ート、ジシクロペンタニルジ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジシクロペンテ
ニルジ（メタ）アクリレート、エチレンオキシド変性リン酸ジ（メタ）アクリレート、ア
リル化シクロヘキシルジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ
）アクリレート等の２官能（メタ）アクリレート化合物；
トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールトリ（メタ
）アクリレート、プロピオン酸変性ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、
ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、プロピレンオキシド変性トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、トリス（アクリロイロキシエチル）イソシアヌレ
ート等の３官能（メタ）アクリレート化合物；
ジグリセリンテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリ
レート等の４官能（メタ）アクリレート化合物；
ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、プロピオン酸変性ジペンタエリス
リトールペンタ（メタ）アクリレート等の５官能（メタ）アクリレート化合物；
ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリ
スリトールヘキサ（メタ）アクリレート等の６官能（メタ）アクリレート化合物等が挙げ
られる。
【００２５】
　（メタ）アクリレート系樹脂としては、ウレタン（メタ）アクリレート系樹脂、ポリエ
ステル（メタ）アクリレート系樹脂、エポキシ（メタ）アクリレート系樹脂等が挙げられ
る。
【００２６】
　ウレタン（メタ）アクリレート系樹脂は、例えば、水酸基含有（メタ）アクリレート系
化合物、多価イソシアネート系化合物、及びポリオール系化合物を反応させて得られるも
の等が挙げられる。
【００２７】
　水酸基含有（メタ）アクリレート系化合物としては、２－ヒドロキシエチル（メタ）ア
クリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メ
タ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、６－ヒドロキシヘキシ
ル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ
エチルアクリロイルホスフェート、２－（メタ）アクリロイロキシエチル－２－ヒドロキ
シプロピルフタレート、カプロラクトン変性２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート
、ジプロピレングリコール（メタ）アクリレート、脂肪酸変性－グリシジル（メタ）アク
リレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコー
ルモノ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（メタ）アクリロイロキシプロピル
（メタ）アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－アク
リロイル－オキシプロピルメタクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレ
ート、カプロラクトン変性ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、エチレンオ
キサイド変性ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトール
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ペンタ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ
）アクリレート、エチレンオキサイド変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリ
レート等が挙げられる。
【００２８】
　多価イソシアネート系化合物としては、トリレンジイソシアネート、ジフェニルメタン
ジイソシアネート、ポリフェニルメタンポリイソシアネート、変性ジフェニルメタンジイ
ソシアネート、キシリレンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイソシアネート
、フェニレンジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネート等の芳香族系ポリイソシア
ネート；ヘキサメチレンジイソシアネート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート
、リジンジイソシアネート、リジントリイソシアネート等の脂肪族系ポリイソシアネート
；水添化ジフェニルメタンジイソシアネート、水添化キシリレンジイソシアネート、イソ
ホロンジイソシアネート、ノルボルネンジイソシアネート、１，３－ビス（イソシアナト
メチル）シクロヘキサン等の脂環式系ポリイソシアネート；これらポリイソシアネートの
３量体化合物又は多量体化合物；アロファネート型ポリイソシアネート；ビュレット型ポ
リイソシアネート；水分散型ポリイソシアネート（例えば、日本ポリウレタン工業（株）
製の「アクアネート１００」、「アクアネート１１０」、「アクアネート２００」、「ア
クアネート２１０」等）；等が挙げられる。
【００２９】
　ポリオール系化合物としては、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、
ポリテトラメチレングリコール、ポリブチレングリコール、ポリヘキサメチレングリコー
ル等のアルキレン構造含有ポリエーテル系ポリオール等のポリエーテル系ポリオール；
エチレングリコール、ジエチレングール等の多価アルコール、マロン酸、マレイン酸、フ
マル酸等の多価カルボン酸、及び、プロピオラクトン、β－メチル－δ－バレロラクトン
、ε－カプロラクトン等の環状エステルの３種類の成分による反応物等のポリエステルポ
リオール；
上述の多価アルコールとホスゲンとの反応物、環状炭酸エステル（エチレンカーボネート
、トリメチレンカーボネート、テトラメチレンカーボネート、ヘキサメチレンカーボネー
ト等のアルキレンカーボネート等）の開環重合物等のポリカーボネート系ポリオール；
飽和炭化水素骨格としてエチレン、プロピレン、ブテン等のホモポリマー又はコポリマー
を有し、その分子末端に水酸基を有するもの等のポリオレフィン系ポリオール；
炭化水素骨格としてブタジエンの共重合体を有し、その分子末端に水酸基を有するもの等
のポリブタジエン系ポリオール；
（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、
（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル等の（メタ）アクリ
ル酸エステルを重合体又は共重合体の分子内にヒドロキシル基を少なくとも２つ有するも
の等の（メタ）アクリル系ポリオール；
ジメチルポリシロキサンポリオールやメチルフェニルポリシロキサンポリオール等のポリ
シロキサン系ポリオール；等が挙げられる。
【００３０】
　ウレタン（メタ）アクリレート系樹脂の市販品としては、「ＳＨＩＫＯＨ　ＵＴ－４６
９０」、「ＳＨＩＫＯＨ　ＵＴ－４６９２」（いずれも日本合成化学社製）等が挙げられ
る。
【００３１】
　ポリエステル（メタ）アクリレート系樹脂としては、多塩基性カルボン酸（無水物）及
びポリオールの脱水縮合反応により得られる両末端に水酸基を有するポリエステルオリゴ
マーの水酸基を（メタ）アクリル酸でエステル化することにより得られる化合物、あるい
は、多価カルボン酸にアルキレンオキシドを付加して得られるオリゴマーの末端の水酸基
を（メタ）アクリル酸でエステル化することにより得られる化合物等が挙げられる。
【００３２】
　ポリエステル（メタ）アクリレート系樹脂の製造に用いる多塩基性カルボン酸（無水物
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）としては（無水）コハク酸、アジピン酸、（無水）マレイン酸、（無水）イタコン酸、
（無水）トリメリット酸、（無水）ピロメリット酸、ヘキサヒドロ（無水）フタル酸、（
無水）フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸等が挙げられる。また、ポリオールとして
は、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、トリ
エチレングリコール、プロピレングリコール、ジメチロールヘプタン、トリメチロールプ
ロパン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール等が挙げられる。
【００３３】
　エポキシ（メタ）アクリレート系樹脂としては、比較的低分子量のビスフェノール型エ
ポキシ樹脂やノボラック型エポキシ樹脂のオキシラン環に、（メタ）アクリル酸を反応さ
せてエステル化することにより得られる化合物等が挙げられる。
　これらの化合物は、市販品をそのまま使用することもできる。
　これらの中でも、（メタ）アクリレート系樹脂としては、基材とガスバリア層との密着
性を高めるという点から、ウレタン（メタ）アクリレート系樹脂が好ましい。
【００３４】
　これらの（メタ）アクリレート系樹脂はオリゴマーであるのが好ましい。その分子量と
しては、１００～１０，０００であるのが好ましく、３００～５０００であるのがより好
ましく、３００～１０００であるのがさらに好ましい。
【００３５】
　また、プライマー層を形成する際は、（メタ）アクリレート系電離放射線硬化型化合物
とともに、あるいは（メタ）アクリレート系電離放射線硬化型化合物の代わりに、エンチ
オール系電離放射線硬化型樹脂組成物を用いることもできる。
【００３６】
　エンチオール系電離放射線硬化型樹脂組成物は、エチレン性不飽和基を有する化合物と
メルカプト基を有する化合物とを含有してなる。エチレン性不飽和基を有する化合物とし
ては、アリルアルコール誘導体、アクリル酸と多価アルコールとのエステル化合物、ウレ
タンアクリート、ジビニルベンゼン等が挙げられる。メルカプト基を有する化合物として
は、ポリメルカプトカルボン酸アミド化合物、メルカプトカルボン酸と多価アルコールと
のエステル類等が挙げられる。市販品としては、「ＯＰ－１０３０Ｋ」（電気化学工業社
製）等が挙げられる。
【００３７】
　プライマー層の厚みは、１～１０μｍが好ましい。プライマー層の厚みをこのような範
囲とすることで、後述する表面状態のプライマー層を効率よく形成することができ、また
、外観に優れるガスバリアフィルムが得られ易くなる。
【００３８】
　ガスバリア層を形成する前のプライマー層の表面は、光干渉顕微鏡により観察したとき
に、算術平均粗さ（Ｒａ）が４ｎｍ以下、最大断面高さ（Ｒｔ）が５０ｎｍ以下の平滑面
と、最大谷深さ（Ｒｖ）が１５０ｎｍ以下の凹部とが観察されるものである。
【００３９】
　前記平滑面の算術平均粗さ（Ｒａ）は４ｎｍ以下、好ましくは３ｎｍ以下である。前記
平滑面の最大断面高さ（Ｒｔ）は７０ｎｍ以下、好ましくは６０ｎｍ以下である。
　算術平均粗さ（Ｒａ）と最大断面高さ（Ｒｔ）が上記規定を満たす平滑面を有するプラ
イマー層上にガスバリア層を形成することで、優れたガスバリア性を有するガスバリアフ
ィルムが得られる。
【００４０】
　前記凹部の最大谷深さ（Ｒｖ）は１５０ｎｍ以下、好ましくは１００ｎｍ以下である。
　凹部は、プライマー層の均一性という観点からは、前記平滑面に比べて好ましくない部
分であるが、前記平滑面のみからなるプライマー層を形成するのは技術的に困難である。
そして、ガスバリアフィルムのガスバリア性の観点からは、前記平滑面以外の部分が凸部
であるプライマー層や、平滑面の最大断面高さ（Ｒｔ）が７０ｎｍを超えるようなプライ
マー層よりは、比較的浅い凹部を有するプライマー層のほうがより好ましい。すなわち、
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凸部が存在するプライマー層上に、比較的薄いガスバリア層を形成した場合、ガスバリア
層が極端に薄くなる部分が局所的に（この凸部の部分に）生じるため、そのようなプライ
マー層を有するガスバリアフィルムのガスバリア性は大きく劣るものとなる。
【００４１】
　このように、本発明のガスバリアフィルムを構成するプライマー層は、基本的には平滑
性に優れる平滑面からなり、かつ、その平滑性を達成できない部分は深すぎない凹部にな
るようにしたものである。プライマー層の表面状態をこのようにすることで、結果的に、
目立った凸部を有しないプライマー層を効率よく形成することができる。そして、そのよ
うな表面状態のプライマー層上にガスバリア層が形成されてなるガスバリアフィルムは、
ガスバリア性及び外観に優れる。
【００４２】
　前記平滑面の割合は、プライマー層の表面全体の９０．００～９９．９９％が好ましく
、９５．０～９９．９％がより好ましい。
　前記凹部の数は、１辺の長さが１ｍｍの正方形あたり、１～５００個が好ましく、１０
～３００個がより好ましい。
　平滑面の割合や、凹部の数が上記範囲内のプライマー層を有するガスバリアフィルムは
ガスバリア性及び外観により優れたものとなる。
　凹部の大きさは、直径３０μｍの円より小さいことが好ましく、直径１５μｍの円より
小さいことがより好ましい。
【００４３】
　上記の表面状態を有するプライマー層の形成方法は特に限定されない。例えば、樹脂硬
化物が、電離放射線硬化型化合物の硬化物であるプライマー層は、以下の工程Ａ～工程Ｃ
又は以下の工程Ａ’～工程Ｃ’により形成することができる。
工程Ａ：電離放射線硬化型化合物を含有するプライマー層形成用塗工液を基材上に塗工し
、塗膜を形成する。
工程Ｂ：工程Ａで形成された塗膜が未硬化の状態で、この塗膜上に工程基材を重ねて、基
材／未硬化の塗膜／工程基材、の層構造の積層体を得る。
工程Ｃ：前記積層体に電離放射線を照射することにより、未硬化の塗膜を硬化してプライ
マー層を形成する。
【００４４】
工程Ａ’：電離放射線硬化型化合物を含有するプライマー層形成用塗工液を工程基材上に
塗工し、塗膜を形成する。
工程Ｂ’：工程Ａ’で形成された塗膜が未硬化の状態で、この塗膜上に基材を重ねて、基
材／未硬化の塗膜／工程基材、の層構造の積層体を得る。
工程Ｃ’：前記積層体に電離放射線を照射することにより、未硬化の塗膜を硬化してプラ
イマー層を形成する。
【００４５】
　工程基材とは、製造工程において、特定の役割を果たすために用いられる基材をいう。
この方法においては、通常、樹脂フィルムが工程基材として用いられる。工程Ｂ又はＢ’
のように、この工程基材が未硬化の塗膜上に重ねられることで、未硬化の塗膜表面がより
平滑化される。すなわち、この塗膜が薄い場合、基材の凹凸の影響が塗膜表面に現れ、平
滑なプライマー層を形成できない場合があるが、工程基材を用いることでこの問題を解決
することができる。
【００４６】
　工程基材として用いる樹脂フィルムとしては、基材として用いる樹脂フィルムとして先
に示したものと同様のものが挙げられる。
　工程基材の厚みは、特に限定されないが、通常、通常、２０～２００μｍ、好ましくは
２５～５０μｍである。
【００４７】
　工程基材の、未硬化の塗膜と接する面の算術平均粗さ（Ｒａ）は、通常、４ｎｍ以下、
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好ましくは３ｎｍ以下である。
　工程基材の、未硬化の塗膜と接する面の最大山高さ（Ｒｐ）は、通常、１５０ｎｍ以下
、好ましくは１００ｎｍ以下である。
【００４８】
　工程Ａ又はＡ’においては、電離放射線硬化型化合物を含有するプライマー層形成用塗
工液を基材又は工程基材上に塗工し、塗膜を形成する。
　プライマー層形成用塗工液は、電離放射線硬化型化合物及び所望により光重合開始剤や
その他の添加剤を適当な溶媒に溶解又は分散させることにより得ることができる。
【００４９】
　光重合開始剤としては、特に制限されず、従来公知のものが使用できる。例えば、２，
４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニルホスフィンオキシド；ベンゾイン、ベンゾイ
ンメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベン
ゾイン－ｎ－ブチルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル等のベンゾイン化合物；ア
セトフェノン、ジメチルアミノアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセ
トフェノン、２，２－ジエトキシ－２－フェニルアセトフェノン等のアセトフェノン化合
物；２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシシ
クロヘキシルフェニルケトン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－
モルフォリノ－プロパン－１－オン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－２－（
ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、２－ヒドロキシ－１－｛４－［４－（２－ヒドロキ
シ－２－メチル－プロピオニル）－ベンジル］フェニル｝－２－メチル－プロパン－１－
オン等のα－ヒドロキシアルキルフェノン化合物；ベンゾフェノン、ｐ－フェニルベンゾ
フェノン、４，４’－ジエチルアミノベンゾフェノン、ジクロロベンゾフェノン等のベン
ゾフェノン化合物；２－メチルアントラキノン、２－エチルアントラキノン、２－ターシ
ャリ－ブチルアントラキノン、２－アミノアントラキノン等のアントラキノン化合物；２
－メチルチオキサントン、２－エチルチオキサントン、２－クロロチオキサントン、２，
４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン等のチオキサントン化合
物；ベンジルジメチルケタール、アセトフェノンジメチルケタール等のジメチルケタール
化合物；ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エステル；オリゴ［２－ヒドロキシ－２－メチル－
１－［４－（１－メチルビニル）フェニル］プロパノン］；等が挙げられる。
【００５０】
　光重合開始剤の使用量は、プライマー層形成用塗工液の固形分中、０．１～７質量％、
好ましくは１～５質量％の範囲である。
【００５１】
　その他の添加剤としては、帯電防止剤、安定剤、酸化防止剤、可塑剤、滑剤、充填剤、
無機フィラー、着色顔料等が挙げられる。これらの含有量は、目的に合わせて適宜決定す
ればよい。
【００５２】
　用いる溶媒としては、酢酸エチル、酢酸プロピル等のエステル系溶媒；アセトン、メチ
ルエチルケトン、メチルイソブチルケトン等のケトン系溶媒；ベンゼン、トルエン等の芳
香族炭化水素系溶媒；ペンタン、ヘキサン等の飽和炭化水素系溶媒；及びこれらの溶媒の
２種以上からなる混合溶媒；等が挙げられる。
【００５３】
　プライマー層形成用塗工液を基材に塗付する方法としては、公知の湿式コーティング方
法を用いることができる。例えば、バーコート法、スピンコート法、ディッピング法、ロ
ールコート、グラビアコート、ナイフコート、エアナイフコート、ロールナイフコート、
ダイコート、スクリーン印刷法、スプレーコート、グラビアオフセット法等が挙げられる
。
【００５４】
　工程Ａで得られた塗膜に対しては、必要に応じて乾燥処理を施してもよい。
　乾燥方法としては、熱風乾燥、熱ロール乾燥、赤外線照射等、従来公知の乾燥方法が採
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用できる。加熱温度は、通常６０～１３０℃の範囲である。加熱時間は、通常数秒から数
十分である。
【００５５】
　工程Ｂ又はＢ’においては、工程Ａで形成された塗膜が未硬化の状態で、この塗膜上に
工程基材又は基材を重ねて、基材／未硬化の塗膜／工程基材、の層構造の積層体を得る。
　この積層体を得る際に、ラミネート圧力を十分に加えることが好ましい。ラミネート圧
力が不十分であると、平滑性に優れるプライマー層を形成することができなかったり、プ
ライマー層が外観性に劣るものになったりするおそれがある。
　ラミネート圧力は０．１ＭＰａ以上であることが好ましい。
【００５６】
　工程Ｃにおいては、前記積層体に電離放射線を照射することにより、未硬化の塗膜を硬
化してプライマー層を形成する。
【００５７】
　電離放射線は、分子を重合、架橋し得る電磁波又は荷電粒子線を意味する。電離放射線
としては、通常紫外線や電子線が用いられるが、紫外線が特に好ましい。紫外線源として
は、超高圧水銀灯、高圧水銀灯、低圧水銀灯、カーボンアーク、ブラックライトランプ、
メタルハライドランプ、マイクロ波励起型ランプ、ケミカルランプ等の光源を用いること
ができる。電離放射線の光量には特に制限はないが、通常１０ｍＪ／ｃｍ２～１，０００
ｍＪ／ｃｍ２の範囲である。照射時間は、通常数秒～数時間であり、照射温度は、通常室
温～１００℃の範囲である。
　電離放射線の照射は、基材側から行ってもよいし、工程基材側から行ってもよい。
　このようにしてプライマー層を形成した後、通常は、工程基材を剥がし、露出したプラ
イマー層上にガスバリア層を形成する。
【００５８】
（ガスバリア層）
　本発明のガスバリアフィルムを構成するガスバリア層は、酸素や水蒸気等のガスの透過
を抑制する特性（ガスバリア性）を有する層である。
【００５９】
　ガスバリア層としては、例えば、無機蒸着膜や、高分子化合物を含む層（以下、「高分
子層」ということがある。）に改質処理を施して得られたもの〔この場合、ガスバリア層
とは、イオン注入処理等により改質された領域のみを意味するのではなく、「改質された
領域を含む高分子層」を意味する。〕等が挙げられる。
【００６０】
　無機蒸着膜としては、無機化合物や金属の蒸着膜が挙げられる。
　無機化合物の蒸着膜の原料としては、酸化珪素、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム
、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化スズ等の無機酸化物；窒化ケイ素、窒化アルミニウム
、窒化チタン等の無機窒化物；無機炭化物；無機硫化物；酸化窒化ケイ素等の無機酸化窒
化物；無機酸化炭化物；無機窒化炭化物；無機酸化窒化炭化物等が挙げられる。
　金属の蒸着膜の原料としては、アルミニウム、マグネシウム、亜鉛、及びスズ等が挙げ
られる。
　これらは、１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
　これらの中では、ガスバリア性の観点から、無機酸化物、無機窒化物又は金属を原料と
する無機蒸着膜が好ましく、さらに、透明性の観点から、無機酸化物又は無機窒化物を原
料とする無機蒸着膜が好ましい。
【００６１】
　無機蒸着膜を形成する方法としては、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーテ
ィング法等のＰＶＤ（物理的蒸着）法や、熱ＣＶＤ（化学的蒸着）法、プラズマＣＶＤ法
、光ＣＶＤ法等のＣＶＤ法が挙げられる。
【００６２】
　無機蒸着膜の厚さは、使用する無機化合物によっても異なるが、ガスバリア性と取り扱
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い性の観点から、好ましくは５０～３００ｎｍ、より好ましくは５０～２００ｎｍの範囲
である。
【００６３】
　高分子層に改質処理を施して得られるガスバリア層において、用いる高分子化合物とし
ては、ポリオルガノシロキサン、ポリシラザン系化合物等のケイ素含有高分子化合物、ポ
リイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリフェニレンエーテル、ポリエーテルケト
ン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリオレフィン、ポリエステル、ポリカーボネート、
ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリフェニレンスルフィド、ポリアリレート、ア
クリル系樹脂、シクロオレフィン系ポリマー、芳香族系重合体等が挙げられる。
　これらの高分子化合物は１種単独で、あるいは２種以上を組合せて用いることができる
。
【００６４】
　これらの中でも、より優れたガスバリア性を有するガスバリア層を形成し得ることから
、高分子化合物としては、ケイ素含有高分子化合物が好ましい。ケイ素含有高分子化合物
としては、ポリシラザン系化合物、ポリカルボシラン系化合物、ポリシラン系化合物、及
びポリオルガノシロキサン系化合物等が挙げられる。なかでも、薄くても優れたガスバリ
ア性を有するガスバリア層を形成できることから、ポリシラザン系化合物が好ましい。ポ
リシラザン系化合物を含む層に改質処理を施すことで、酸素、窒素、ケイ素を主構成原子
として有する層（酸窒化珪素層）を形成することができる。
【００６５】
　ポリシラザン系化合物は、分子内に－Ｓｉ－Ｎ－結合（シラザン結合）を含む繰り返し
単位を有する高分子化合物である。具体的には、式（１）
【００６６】
【化１】

【００６７】
で表される繰り返し単位を有する化合物が好ましい。また、用いるポリシラザン系化合物
の数平均分子量は、特に限定されないが、１００～５０，０００であるのが好ましい。
【００６８】
　前記式（１）中、ｎは任意の自然数を表す。
Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚは、それぞれ独立して、水素原子、無置換若しくは置換基を有するアル
キル基、無置換若しくは置換基を有するシクロアルキル基、無置換若しくは置換基を有す
るアルケニル基、無置換若しくは置換基を有するアリール基又はアルキルシリル基等の非
加水分解性基を表す。
【００６９】
　前記無置換若しくは置換基を有するアルキル基のアルキル基としては、例えば、メチル
基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ
－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、ｎ－へ
キシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基等の炭素数１～１０のアルキル基が挙げられ
る。
【００７０】
　無置換若しくは置換基を有するシクロアルキル基のシクロアルキル基としては、シクロ
ブチル基、シクロペンチル基、シクロへキシル基、シクロへプチル基等の炭素数３～１０
のシクロアルキル基が挙げられる。
【００７１】
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　無置換若しくは置換基を有するアルケニル基のアルケニル基としては、例えば、ビニル
基、１－プロペニル基、２－プロペニル基、１－ブテニル基、２－ブテニル基、３－ブテ
ニル基等の炭素数２～１０のアルケニル基が挙げられる。
【００７２】
　前記アルキル基、シクロアルキル基及びアルケニル基の置換基としては、フッ素原子、
塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子等のハロゲン原子；ヒドロキシル基；チオール基；エポ
キシ基；グリシドキシ基；（メタ）アクリロイルオキシ基；フェニル基、４－メチルフェ
ニル基、４－クロロフェニル基等の無置換若しくは置換基を有するアリール基；等が挙げ
られる。
【００７３】
　無置換又は置換基を有するアリール基のアリール基としては、例えば、フェニル基、１
－ナフチル基、２－ナフチル基等の炭素数６～１０のアリール基が挙げられる。
【００７４】
　前記アリール基の置換基としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子等の
ハロゲン原子；メチル基、エチル基等の炭素数１～６のアルキル基；メトキシ基、エトキ
シ基等の炭素数１～６のアルコキシ基；ニトロ基；シアノ基；ヒドロキシル基；チオール
基；エポキシ基；グリシドキシ基；（メタ）アクリロイルオキシ基；フェニル基、４－メ
チルフェニル基、４－クロロフェニル基等の無置換若しくは置換基を有するアリール基；
等が挙げられる。
【００７５】
　アルキルシリル基としては、トリメチルシリル基、トリエチルシリル基、トリイソプロ
ピルシリル基、トリｔ-ブチルシリル基、メチルジエチルシリル基、ジメチルシリル基、
ジエチルシリル基、メチルシリル基、エチルシリル基等が挙げられる。
【００７６】
　これらの中でも、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚとしては、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、
又はフェニル基が好ましく、水素原子が特に好ましい。
【００７７】
　前記式（１）で表される繰り返し単位を有するポリシラザン系化合物としては、Ｒｘ、
Ｒｙ、Ｒｚが全て水素原子である無機ポリシラザン、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚの少なくとも１つ
が水素原子ではない有機ポリシラザンのいずれであってもよい。
【００７８】
　また、本発明においては、ポリシラザン系化合物として、ポリシラザン変性物を用いる
こともできる。ポリシラザン変性物としては、例えば、特開昭６２－１９５０２４号公報
、特開平２－８４４３７号公報、特開昭６３－８１１２２号公報、特開平１－１３８１０
８号公報等、特開平２－１７５７２６号公報、特開平５－２３８８２７号公報、特開平５
－２３８８２７号公報、特開平６－１２２８５２号公報、特開平６－３０６３２９号公報
、特開平６－２９９１１８号公報、特開平９－３１３３３号公報、特開平５－３４５８２
６号公報、特開平４－６３８３３号公報等に記載されているものが挙げられる。
　これらの中でも、ポリシラザン系化合物としては、入手容易性、及び優れたガスバリア
性を有するイオン注入層を形成できる観点から、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚが全て水素原子である
ペルヒドロポリシラザンが好ましい。
　また、ポリシラザン系化合物としては、ガラスコーティング材等として市販されている
市販品をそのまま使用することもできる。
　ポリシラザン系化合物は、１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることが
できる。
【００７９】
　高分子層は、上述した高分子化合物の他に、本発明の目的を阻害しない範囲で他の成分
を含有してもよい。他の成分としては、硬化剤、老化防止剤、光安定剤、難燃剤等が挙げ
られる。
　高分子層中の高分子化合物の含有量は、より優れたガスバリア性を有するガスバリア層
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が得られることから、５０質量％以上が好ましく、７０質量％以上がより好ましい。
【００８０】
　高分子層の厚みは特に制限されないが、好ましくは５０～３００ｎｍ、より好ましくは
５０～２００ｎｍの範囲である。
　本発明においては、高分子層の厚みがナノオーダーであっても、充分なガスバリア性を
有するガスバリアフィルムが得られる。
【００８１】
　高分子層を形成する方法は特に限定されない。例えば、高分子化合物の少なくとも一種
、所望により他の成分、及び溶剤等を含有する高分子層形成用溶液を調製し、次いで、こ
の高分子層形成用溶液を、公知の方法により塗工し、得られた塗膜を乾燥することにより
、高分子層を形成することができる。
【００８２】
　高分子層形成用溶液に用いる溶媒としては、ベンゼン、トルエンなどの芳香族炭化水素
系溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル系溶媒；アセトン、メチルエチルケトン
、メチルイソブチルケトンなどのケトン系溶媒；ｎ－ペンタン、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプ
タンなどの脂肪族炭化水素系溶媒；シクロペンタン、シクロヘキサンなどの脂環式炭化水
素系溶媒；等が挙げられる。
　これらの溶媒は１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００８３】
　高分子層形成用溶液の塗工方法としては、バーコート法、スピンコート法、ディッピン
グ法、ロールコート、グラビアコート、ナイフコート、エアナイフコート、ロールナイフ
コート、ダイコート、スクリーン印刷法、スプレーコート、グラビアオフセット法等が挙
げられる。
【００８４】
　形成された塗膜を乾燥する方法としては、熱風乾燥、熱ロール乾燥、赤外線照射等、従
来公知の乾燥方法が採用できる。加熱温度は、通常６０～１３０℃の範囲である。加熱時
間は、通常数秒から数十分である。
【００８５】
　高分子層の改質処理としては、イオン注入処理、プラズマ処理、紫外線照射処理等が挙
げられる。
　イオン注入処理は、後述するように、高分子層にイオンを注入して、高分子層を改質す
る方法である。
　プラズマ処理は、高分子層をプラズマ中に晒して、高分子層を改質する方法である。例
えば、特開２０１２－１０６４２１号公報に記載の方法に従って、プラズマ処理を行うこ
とができる。
　紫外線照射処理は、高分子層に紫外線を照射して高分子層を改質する方法である。例え
ば、特開２０１３－２２６７５７号公報に記載の方法に従って、紫外線改質処理を行うこ
とができる。
　これらの中でも、高分子層の表面を荒らすことなく、その内部まで効率よく改質し、よ
りガスバリア性に優れるガスバリア層を形成できることから、イオン注入処理が好ましい
。
【００８６】
　高分子層に注入するイオンとしては、アルゴン、ヘリウム、ネオン、クリプトン、キセ
ノン等の希ガスのイオン；フルオロカーボン、水素、窒素、酸素、二酸化炭素、塩素、フ
ッ素、硫黄等のイオン；メタン、エタン等のアルカン系ガス類のイオン；エチレン、プロ
ピレン等のアルケン系ガス類のイオン；ペンタジエン、ブタジエン等のアルカジエン系ガ
ス類のイオン；アセチレン等のアルキン系ガス類のイオン；ベンゼン、トルエン等の芳香
族炭化水素系ガス類のイオン；シクロプロパン等のシクロアルカン系ガス類のイオン；シ
クロペンテン等のシクロアルケン系ガス類のイオン；金属のイオン；有機ケイ素化合物の
イオン；等が挙げられる。
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　これらのイオンは１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
　これらの中でも、より簡便にイオンを注入することができ、より優れたガスバリア性を
有するガスバリア層が得られることから、アルゴン、ヘリウム、ネオン、クリプトン、キ
セノン等の希ガスのイオンが好ましい。
【００８７】
　イオンの注入量は、ガスバリアフィルムの使用目的（必要なガスバリア性、透明性等）
等に合わせて適宜決定することができる。
【００８８】
　イオンを注入する方法としては、電界により加速されたイオン（イオンビーム）を照射
する方法、プラズマ中のイオンを注入する方法等が挙げられる。なかでも、本発明におい
ては、簡便に目的のバリア層が得られることから、後者のプラズマイオンを注入する方法
が好ましい。
【００８９】
　プラズマイオン注入は、例えば、希ガス等のプラズマ生成ガスを含む雰囲気下でプラズ
マを発生させ、高分子層に負の高電圧パルスを印加することにより、該プラズマ中のイオ
ン（陽イオン）を、高分子層の表面部に注入して行うことができる。
【００９０】
　イオン注入により、イオンが注入される領域の厚みは、イオンの種類や印加電圧、処理
時間等の注入条件により制御することができ、高分子層の厚み、積層体の使用目的等に応
じて決定すればよいが、通常、１０～３００ｎｍである。
【００９１】
　本発明のガスバリアフィルムは、ガスバリア性及び外観に優れる。
　本発明のガスバリアフィルムは、実施例に記載の方法により水蒸気透過率を測定したと
きに、通常、１×１０－３ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）以下である。
　本発明のガスバリアフィルムは、上記特性を有することから、液晶ディスプレイ、ＥＬ
ディスプレイ等のディスプレイ部材；等として好適に用いられる。
【００９２】
　本発明の電子デバイスは、本発明の電子デバイス用部材を備える。具体例としては、液
晶ディスプレイ、有機ＥＬディスプレイ、無機ＥＬディスプレイ、電子ペーパー、太陽電
池等が挙げられる。
　本発明の電子デバイスは、本発明のガスバリアフィルムからなる電子デバイス用部材を
備えているので、優れたガスバリア性を有する。
【００９３】
（ガスバリアフィルムの製造方法）
　本発明のガスバリアフィルムは、例えば、下記工程１及び２を有するガスバリアフィル
ムの製造方法により、効率よく製造することができる。
工程１：基材／未硬化状態の硬化性樹脂層／工程基材、の層構造の積層体に電離放射線を
照射することにより、硬化性樹脂層を硬化させてプライマー層を形成する工程
工程２：工程基材を剥がし、露出したプライマー層上にガスバリア層を形成する工程
【００９４】
　工程１においては、まず、基材／未硬化状態の硬化性樹脂層／工程基材、の層構造の積
層体（以下、「積層体（α）」ということがある。）を用意する。
　積層体（α）は、先に、プライマー層の形成方法において示した、工程Ｂで得られる積
層体（すなわち、基材／未硬化の塗膜／工程基材、の層構造の積層体）と同じものである
。
　したがって、積層体（α）を構成する基材は、最終的に本発明のガスバリアフィルムの
基材になるものであり、積層体（α）を構成する未硬化状態の硬化性樹脂層とは、その硬
化後には、本発明のガスバリアフィルムのプライマー層になるものである。
【００９５】
　工程１において、積層体（α）の製造や、硬化性樹脂層の硬化は、先に説明した方法に
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より行うことができる。
【００９６】
　工程２においては、工程基材を剥がし、露出したプライマー層上にガスバリア層を形成
する。
　ガスバリア層の形成は、先に説明した方法により行うことができる。
　本発明の方法によれば、本発明のガスバリアフィルムを効率よく形成することができる
。
【実施例】
【００９７】
　以下、実施例を挙げて本発明を更に詳細に説明する。但し、本発明は、以下の実施例に
なんら限定されるものではない。
　各例中の部及び％は、特に断りのない限り、質量基準である。
【００９８】
［表面観察］
　実施例及び比較例において、用いた基材や、形成されたプライマー層の表面観察は、光
干渉顕微鏡を用いて、１辺１ｍｍの正方形の領域について行った。
【００９９】
［製造例１］プライマー層形成用溶液Ａの調製
　トリシクロデカンジメタノールジアクリレート（新中村化学社製、「Ａ－ＤＣＰ」）２
０部をメチルイソブチルケトン１００部に溶解させた後、光重合開始剤（ＢＡＳＦ社製、
「Ｉｒｇａｃｕｒｅ１２７」）３部を添加して、プライマー層形成用溶液Ａ（固形分比２
０％）を調製した。
【０１００】
［製造例２］プライマー層形成用溶液Ｂの調製
　ポリウレタンアクリラート系紫外線硬化型樹脂化合物（東洋紡績社製、「バイロンＵＲ
１３５０」）をメチルイソブチルケトンに溶解させ、プライマー層形成用溶液Ｂ（固形分
比２０％）を調製した。
【０１０１】
［実施例１］
　厚みが２５μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（三菱樹脂社製、「
ＰＥＴ２５　Ｔ６００Ｅ」）に前記のプライマー層形成用溶液Ａをバーコータにて塗布し
、得られた塗膜を７０℃で１分間加熱乾燥した。この未硬化状態の塗膜上に、平滑な工程
基材である片面下塗り処理ＰＥＴフィルム（東洋紡社製、「ＰＥＴ５０Ａ４１００」、厚
さ５０μｍ）の非下塗り処理面をラミネートし、積層体を得た。
　コンベア型ＵＶ光照射装置（フュージョン社製、「Ｆ６００Ｖ」、ＵＶランプ：高圧水
銀灯、ライン速度：２０ｍ／ｍｉｎ、積算光量：１２０ｍＪ／ｃｍ２、照度１．４６６Ｗ
、ランプ高さ：１０４ｍｍ）を用いて、前記積層体に紫外線（ＵＶ光）照射を２回行い、
厚さ２μｍのプライマー層を形成した。
【０１０２】
　工程基材を剥がし、露出したプライマー層上に、ペルヒドロポリシラザン（クラリアン
ト社製、「アクアミカＮＬ１１０Ａ－２０」）をスピンコート法により塗布し、得られた
塗膜を１２０℃で２分間加熱して高分子層を形成した。プラズマイオン注入法により、前
記高分子層の表面にアルゴンイオンを注入して、ガスバリア層を形成し、ガスバリアフィ
ルムを作製した。
　ガスバリア層を形成するために用いたプラズマイオン注入装置及びイオン注入条件は以
下の通りである。
【０１０３】
（プラズマイオン注入装置）
ＲＦ電源：日本電子社製、型番号「ＲＦ」５６０００
高電圧パルス電源：栗田製作所社製、「ＰＶ－３－ＨＳＨＶ－０８３５」
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（プラズマイオン注入条件）
プラズマ生成ガス：Ａｒ
ガス流量：１００ｓｃｃｍ
Ｄｕｔｙ比：０．５％
印加電圧：－６ｋＶ
ＲＦ電源：周波数　１３．５６ＭＨｚ、印加電力　１０００Ｗ
チャンバー内圧：０．２Ｐａ
パルス幅：５μｓｅｃ
処理時間（イオン注入時間）：２００秒
【０１０４】
［実施例２］
　実施例１において、プライマー層の厚みを５μｍに変更したこと以外は、実施例１と同
様にしてガスバリアフィルムを得た。
【０１０５】
［実施例３］
　実施例１において、プライマー層の厚みを１０μｍに変更したこと以外は、実施例１と
同様にしてガスバリアフィルムを得た。
【０１０６】
［実施例４］
　実施例１において、プライマー層形成用溶液Ｂを用いてプライマー層を形成したこと以
外は、実施例１と同様にしてガスバリアフィルムを得た。
【０１０７】
［実施例５］
　実施例１において、工程基材として、厚みが５０μｍのポリカーボネートフィルム（帝
人化成社製、「ピュアエースＳ－１４８」）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして
ガスバリアフィルムを得た。
【０１０８】
［比較例１］
　実施例１において、工程基材をラミネートせずにＵＶ光照射をしたこと以外は、実施例
１と同様にしてガスバリアフィルムを得た。
【０１０９】
　実施例及び比較例で得られたガスバリアフィルムについて、以下のように外観観察と水
蒸気透過率の測定を行った。結果を第１表に示す。
【０１１０】
［外観観察］
　ガスバリアフィルムを目視により観察し、全面にエア噛みが観られるものを「×」、そ
れ以外のものを「○」と評価した。
【０１１１】
［水蒸気透過率の測定］
　ガスバリアフィルムの水蒸気透過率を、水蒸気測定装置（ｍｏｃｏｎ社製、「ＡＱＵＡ
ＴＲＡＮ－１」）を用いて測定した。測定は４０℃、相対湿度９０％雰囲気下で行った。
水蒸気透過率が１×１０－１ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）超のものを「×」、１×１０－１ｇ／
（ｍ２・ｄａｙ）以下、１×１０－３ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）超のものを「△」、１×１０
－３ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）以下のものを「○」と評価した。
【０１１２】
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【表１】

【０１１３】
　第１表から、以下のことが分かる。
　実施例１～５のガスバリアフィルムは、ガスバリア性及び外観に優れる。
　一方、比較例１のガスバリアフィルムは、プライマー層の表面が粗いため、ガスバリア
性に優れるガスバリア層を形成することができず、ガスバリア性に劣っている。
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